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Ⅰ．研究の背景

2013年 9月 7日、第 125次国際オリンピック委
員会総会において、第32回オリンピック競技大会

（2020／東京）及び東京2020パラリンピック競技
大会（以下、「東京2020大会」と略す）の開催が
決定した。それ以降、日本では、同大会の開催を
契機に様々な取組やイベントが開催されている。
東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織
委員会（以下、「大会組織委員会」と略す）は、東
京2020大会参画プログラム注1）に延べ134,818,201
名が参加したことを報告しており（2021年2月15
日現在）5）、その数は増加している。東京2020大
会は新型コロナウイルスの影響を受けて開催延期
となっているが、 このような状況下において体
育・スポーツを専門とする大学や専門知識を有す
る者は、東京 2020大会を契機に如何にしてその
役割を担うことができるのだろうか注2）。

Ⅱ．先行研究の検討及び研究の目的

増本らは、東京2020大会の招致が成功した2013
年以降、“オリンピック”をキーワードとしたイベ
ント・シンポジウムの開催に関する学術情報が増
加傾向にあることを「CiNii Articles」の検索調査
から明らかにしている。そして、その調査結果に
基づき、「体育・スポーツ系大学と地方公共団体
との東京2020大会に関する連携事業についての学
術情報は管見の限り見られない」と指摘した。さ
らには、先述の東京 2020大会参画プログラムの
実績紹介にも体育・スポーツ系大学と地方公共団
体によるプログラムがほとんど見られず、概要紹
介のみに留まっていたことを指摘している。増本
らは、そうした背景のもと、国士舘大学と東京都
多摩市が大会組織委員会公認プログラムとして主
催したイベント（トークショー及び特別展）を対
象に、その成果と課題を報告している2）。
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その後、学校法人国士舘と多摩市は、上述の研
究を踏まえ、「〜東京2020パラリンピック開催ま
であと1年！〜　トークイベントin TAMA“夢
への挑戦”パラリンピアンから学ぶ、限界への跳
躍」（以下、「トークイベント」と略す）（2019年
9月29日（日）、於多摩市立関戸公民館ヴィータ
ホール）を開催した。このような活動は、東京
2020大会の開催の有無にかかわらず、 オリンピ
ック・パラリンピックや体育・スポーツに関する
知識を一般に普及していく上での重要なツールに
なると考えられる。また、その活動の継続的な記
録、公表は、東京2020大会以降にも多様な組織・
団体がスポーツを題材に連携、協働していく上で
有益な知見になり得ると考えられる。

以上のことから、研究と実践を往還した体育・
スポーツ系大学による活動の継続的な記録、公表
は、イベント内容及び参加者の満足度の発展、向
上を図るために有効であり、社会的な意義を有し
ていると考えられる。そこで本研究では、国士舘
大学と多摩市が大会組織委員会公認プログラムと
して主催した上述のトークイベントを対象に、そ
の成果と課題を明らかにすることを目的とした。

Ⅲ．研究の対象及び方法

本研究は、次の手順で行った。
（1）トークイベントの開催経緯や目的、内容を整

理した。
（2）トークイベント参加者に実施したアンケート

調査の結果を分析した【表1】。
	 なお、各設問における未記入の回答は分析対

象から除外した。 また、 分析結果は百分率
（%） で表し、 小数点第2位以下を四捨五入
して算出した。従って、合計が100%を上下
する場合は、結果の傾向を左右しない微細な
端数調整を行った。

（3）トークイベントの目的ごとに、その成果と課
題を考察した。

Ⅳ．トークイベントの開催の経緯及び目的

東京都多摩市に体育学部が所在し、地域社会へ
の貢献を図る学校法人国士舘は、開かれた地域社
会を志向する多摩市と 2003（平成 15）年に基本
協定を締結し、互いに連携して事業を進めてきた。
そして、2016（平成28）年11月24日には、東京
2020大会に向けた一層の連携強化を図る目的で、
新たに「多摩市と国士舘大学との東京 2020オリ
ンピック・パラリンピックに向けた取組に関する
連携協定」を締結した。その主たる連携及び協力
内容は、多摩市在住の幅広い世代を対象とした、
①オリンピック・パラリンピック・ムーブメント
の推進及びオリンピック・パラリンピックレガシ
ーの継承、②東京オリンピック・パラリンピック
を契機とした健康づくり活動での連携、 ③東京オ
リンピック・パラリンピックに関わる教育的分野
での連携1）4）である。協定に基づく取組や事業は、
主に国士舘大学体育学部及び東京オリンピック・
パラリンピック支援課と、多摩市オリンピック・
パラリンピック推進室との連携によって企画、運
営、実施された。

国士舘大学と多摩市はイベントを企画するにあ

表１　アンケート調査：実施方法
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たり、これまでの主な取組が上述の②に資する内
容であったこと、また、オリンピックと同様にパ
ラリンピックにも積極的に焦点を当てていく必要
性について共通認識を図った。そして、次の4つ
を目的とし、トークイベントを開催した。1）幅
広い世代に対する東京 2020大会に向けた気運醸
成　2）「障がい者がスポーツを楽しめる環境づく
り」を多摩市内において促進するための一助とな
るようにすること　3）障がい者や障がい者スポ
ーツ、パラリンピック・ムーブメントに関する参
加者の認識の深化　4） 自らの生き方に関する参
加者の認識の深化

Ⅴ．トークイベントの内容

トークイベントは2部構成（第1部 講演、第2
部 クロストーク）で開催し、当日は、151名が参
加した。

第1部の講演の前に、パラリンピック・ムーブ
メントへの導入として、本トークイベントの実務
を担当した青柳秀幸氏（国士舘大学大学院博士課
程在籍）が「パラリンピックの理念と歴史」と題
して説明を行った。

第1部のゲストには、山本篤氏を招聘した。山
本氏は、2008年北京・2012年ロンドン・2016年
リオ夏季オリンピック競技大会への3大会に連続

出場し、北京大会では走り幅跳び銀メダル獲得、
リオ大会では走り幅跳び銀メダル・4×100mリレ
ー銅メダルを獲得し、当時（2016年5月）の世界
記録更新といった輝かしい成績をもつ世界のトッ
プアスリートである。

第2部のゲストには、数多くの全国レベルの大
会で入賞・活躍した桧山和真氏及び本間未来氏の
2名（いずれも国士舘大学体操競技部に所属）を
招聘した。イベントプログラム及びゲストのプロ
フィールは、別紙（チラシ）を参照されたい。

実際に展開されたトークの概要は、【表 2】 の
通りである。

Ⅵ．トークイベントに関するアンケート調
査結果及びその分析

１．参加者の属性
参加者は、 女性の割合が男性に比べて多く、

56.1%を占めた【図1】。
年代別では、参加者全体の44.8%を10〜20代が

占め、52.2%を40代〜70代が占めた【図2】。
このことから、本トークイベントは、若年者層

または高齢者層のどちらか一方に客層が偏ること
なく、幅広い世代からの参加を得ることができた。
30代の参加の少なさは、子育て世代の外出が難
しいと言われていること7）と関係しているものと

図１　参加者の性別比
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表２　トークの概要
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思われる。

２．広報活動の種類と有効性
本トークイベントを知った媒体として最も多か

ったのは「友人や知人等から聞いた」 であり、
32.8%を占めた。その次に多かったのは「ポスタ

ー」であり、29.9%を占めた【図3】。

３．トークイベントに参加した理由
本トークイベントに参加した理由として最も多

かったのは、「ゲストアスリートに興味があった」
であり、62.1%を占めた。その次に多かったのは、

図２　参加者の年齢層

図３　広報活動の種類と有効性
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「パラリンピックに興味があった」（47.0%）であ
った【図4】。

４．トークイベントに対する満足度
本トークイベントに対する満足度として最も多

かったのは、「大変満足できた」 であり、67.2%
を占めた。「満足できた」とする回答（32.8%）と
合わせると、100%を占めた【図5】。

図４　トークイベントに参加した理由

図５　トークイベントに対する満足度
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５．トークイベントに参加した後のパラリンピッ
クに関する理解度の変化

トークイベントに参加した後のパラリンピック
に関する理解の変化について尋ねたところ、最も
多かったのは、理解が「大いに深まった」であり、
55.2%を占めた。「深まった」（44.8％） と合わせ
ると、100%を占めた【図6】。

６．トークイベントに参加して印象に残ったこと
及びその他の意見や感想

参加者が本トークイベントに参加して印象に残
ったことを集約・分類し、【表 3】に示した。回
答には、「山本選手」、「限界」、「パラリンピック・
ムーブメント及びパラリンピック競技大会」、「前
向き」に関する事柄が多い傾向が見られた。

また、 本トークイベントに対するその他の意
見・感想や、今後のイベントで話を聞いてみたい
テーマ、アスリート、競技等々を集約・分類し【表
4】に示した。回答には、「ゲスト」、「トークイベ
ント」、「今後のリクエスト」に関する事柄が多い
傾向が見られた。

７．来場者が抱いているオリンピック・パラリン
ピックに対するイメージ

来場者が本トークイベントに参加する前に抱い
ていたオリンピック・パラリンピックに対するイ
メージを集約・分類し、【表5】【表6】に示した。
また、本トークイベントに参加した後に、参加者
が抱いたパラリンピックに対するイメージを集
約・分類し、【表7】に示した。

なお、これらの設問は、今後、国士舘大学と多
摩市がオリンピック・パラリンピックムーブメン
ト及びオリンピック・パラリンピック教育に焦点
を当てた事業をより活性化させていくために設け
た。
【表5】の回答には、「祭典」、「イベント・舞台・

大会」、「トップアスリート・代表選手の卓越性」、
に関する事柄が多い傾向が見られた。また、「商
業、興業」、「巨額な費用がかかり、招致に手を上
げる都市が少なくなる現状」などといった、今日
のオリンピックが抱える課題に関連した回答も見
られた。
【表6】の回答には、「障がい」、「トップアスリ

図６　パラリンピックに対する理解度の変化
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表３　トークイベントに参加して印象に残ったこと
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表４　本トークイベントに対するその他の意見や感想
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表５　本トークイベント参加前のオリンピックに対するイメージ
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ート・代表選手の卓越性」に関する内容が多く見
られたことに加え、「あまり知らなかった」、「親
しみがない」など、パラリンピックへの認知の低
さが示された。

【表7】の回答には、「祭典・イベント・舞台・
大会」、「限界」、「オリンピックと変わらない」に
関する事柄が多い傾向が見られた。

表６　本トークイベント参加前のパラリンピックに対するイメージ
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表７　本トークイベント参加後のパラリンピックに対するイメージ
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８．�パラリンピックの理念や歴史、オリンピック・
パラリンピックムーブメントなどに関する知
識の習得状況及び時期と内容など

来場者のパラリンピックの理念や歴史、オリン
ピック・パラリンピックムーブメントなどに関す

る知識の習得状況についての回答で最も多かった
のは、「ない」 であり、71.0%を占めた。 その次
に多かったのは、「学校で学んだ・ 聞いた」 で
16.1%であった【図7】。

また、学校でオリンピック・パラリンピックに

図７　パラリンピックの理念や歴史、オリンピック・パラリンピックムーブメントなどに関する知識の習得状況

図８　オリンピック・パラリンピックについて学習した時期
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ついて「学習したことはない」 という回答は
55.1%で半数以上を占めた。学習した時期で最も
多かったのは、「高校」の14.3%であった【図8】。

学校での具体的な学習内容については、1964
年または 2020年に学校時代を過ごした参加者よ
り回答を得ることができた【表8】。この結果は、
日本におけるオリンピック・パラリンピックに関
連した学習が、大会の自国開催を契機に展開され
てきたことに起因すると考えられる。学習内容と
しては、1964年当時には、 オリンピックをテレ
ビ観戦したことやパラリンピックが学習されてい
なかったことが確認できた。それに対して 2020
年には、オリンピック・パラリンピックの歴史や、
自らの参画方法（ボランティア）を学習したこと

が確認できた。パラリンピックが学習に取り入れ
られ、競技種目の体験学習なども行われているこ
とは、パラリンピックが学習内容に含まれていな
かった1964年と比較して大きく変化した点である。

９．「聖火リレー」について聞いてみたいこと
参加者が「聖火リレー」について聞いてみたこ

とを集約・分類し、【表9】に示した。なお、この
設問は、今後、国士舘大学と多摩市がオリンピッ
ク・パラリンピックムーブメント及びオリンピッ
ク・パラリンピック教育に焦点を当てた連携事業
をより活性化させていくために設定した。回答は、
聖火リレーの歴史や意義、東京 2020大会を契機
とした聖火リレーの現状に関する内容であった。

表８　オリンピック・パラリンピックに関する学習時期と内容

表９　「聖火リレー」について聞いてみたこと

かのたし定決にうよのどが路走や義意のーレリ火聖かのたれさ始開ぜながーレリ火聖

どな源起、味意の火史歴の火聖

かのるてれさ作制にうよのどはンイザデのチート火聖すでいたり知を準基考選、率倍募応の市摩多

一人一人がどのような思いでつないできたか、聞いてみたい 時間的にタイミングが合えば、参加したいと思います

（本人記述のまま）
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Ⅶ．ま　と　め

本研究の目的は、国士舘大学と多摩市が大会組
織委員会公認プログラムとして主催したトークイ
ベントを対象に、その成果と課題を明らかにする
ことであった。本項では、本トークイベントの目
的に照らして、参加者へのアンケート調査の結果
から、トークイベントの成果と課題をまとめる。
本トークイベントの目的は、次の 4点であった。
1）幅広い世代に対する東京2020大会に向けた気
運醸成　2）「障がい者がスポーツを楽しめる環境
づくり」を多摩市内において促進するための一助
となるようにすること　3）障がい者や障がい者
スポーツ、パラリンピック・ムーブメントに関す
る参加者の認識の深化　4） 自らの生き方に関す
る参加者の認識の深化

１．幅広い世代に対する東京2020大会に向けた
気運醸成

本トークイベントは参加者の100%から「大変
満足できた」または「満足できた」とする回答を
得たことから、気運醸成に大きな成果があったと
見ることができる。また、参加者は、若年者から
高齢者まで偏ることなく、幅広い世代からの参加
を得ることができた。

なお、今回参加が少なかった 30代の子育て世
代に向けた啓発活動については、親子が活動して
いる団体・イベントとの連携及び参加しやすい会
場・時間での企画など、対象に見合ったプログラ
ムを考えていくことが今後の課題である。

２．「障がい者がスポーツを楽しめる環境づくり」
を多摩市内において促進するための一助とな
るようにすること

本トークイベントは「障がい者がスポーツを楽
しめる環境づくり」を促進していく上で前提とな
る次の2点に積極的にアプローチすることができ
たと考えられる。すなわち、（1）インクルーシブ

（包摂的）な社会の創出　及び（2）障がい者との

自然且つ積極的な関与である。
本トークイベントの導入では、 パラリンピッ

ク・ムーブメントがインクルーシブ（包摂的）な
社会の創出を目指していることが紹介され、会場
に集った一人ひとりが、2020年に向けて、 また
2020年をきっかけにどのように過ごすことがで
きるかという問いかけがなされた。第1部のトー
クでは、世の中がオープンマインドになっていく
よう、山本選手自らが日頃から意識・行動してい
ることや、東京 2020大会を契機に日本に如何な
るレガシーを遺せるかが重要となることがメッセ
ージとして発信された。第2部では、健常者によ
る、障がい者への自然且つ積極的な対話・コミュ
ニケーションの必要性が大きく取り上げられた。

これらの事柄に対して、参加者に新たな気づき
が生じ、これまでの認識・理解が深化したことを
読み取ることができた。

３．障がい者や障がい者スポーツ、パラリンピッ
ク・ムーブメントに関する参加者の認識の深化

アンケートに回答したすべての参加者から、本
トークイベントに参加したことでパラリンピック
に関する理解度が「大いに深まった」または「深
まった」とする回答が得られた。トークイベント
に参加して印象に残ったこととしては、「山本選
手」、「限界」、「パラリンピック・ムーブメント及
びパラリンピック競技大会」、「前向き」に関する
事柄が多い傾向が見られた。

また、本トークイベントの前には、パラリンピ
ックを「あまり知らなかった」という回答が多か
ったが、イベント後には、パラリンピックを「オ
リンピックと変わらない」と認識した回答が多く
見られた。こうした回答からは、障がい者や障が
い者スポーツ、パラリンピック・ムーブメントに
対する参加者の認識の変化を確認することができ
た。

４．自らの生き方に関する参加者の認識の深化
アンケート調査の結果より、自らの生き方に関
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する参加者の認識の変化が読み取れる回答を多数
得ることができた。それらの内容は、1）参加者
一個人の生き方に関する内容　2）社会を構成す
る一員としての生き方に関する内容の2点に大別
することができた。

1）については、ゲストの言葉から生き方を学
び活力を得たり、パラリンピックへの積極的な関
与への意欲、自分に限界を決めないで挑戦し続け
ることの大切さ、たくさんの可能性への気づき、
自分への鼓舞などを表明する感想がみられた。

2）については、障がいのある人々が、生活し
やすいような社会になるよう自分自身も頑張る、
心のバリアフリーが日本中に広がることへの願
い、ゲストへの共感と少しでも協力できることが
あればしていきたいといった感想がみられた。

本トークイベントは、パラリンピックにおける
競技的な側面に加え、その本質的な目的であるパ
ラリンピック・ムーブメントに焦点を当て、ゲス
トと会場の参加者が一体となって、パラリンピッ
クの開催を契機に期待される社会のあり方や一人
ひとりの生き方などについて考えを深めることを
ねらいとして企画された。その結果、参加者から
はパラリンピックへの関心の高まりに加え、今後
の具体的な行動意欲や希望を確認することができ
た。このことから、本トークイベントは、多摩市
及び国士舘大学が掲げたイベントの目的に大きく
寄与することができ、十分な成果を得ることがで
きたと考えられる。また、特に大きな課題は見ら
れなかった。

本トークイベントを通して、同じ地域にある自
治体と大学が連携して、オリンピック・パラリン
ピック及びスポーツを通じた諸活動を展開する取
り組みを企画し、幅広い世代の市民を対象に提供
していくことは意義深いことであると再確認する
ことができた。

なお、本トークイベントは、新型コロナウイル
ス感染症の発生以前に開催されたものであった。
そのため、今後イベントを開催するにあたっては、

様々な感染予防対策を講じた上で運営していくこ
とが求められるであろう。
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注

１）�東京2020大会参画プログラムとは、東京2020大会
の大会ビジョンのもと、スポーツだけでなく、文
化芸術や地域での世代を越えた活動、被災地への
支援など、参加者自らが体験・行動し、未来につ
なぐプログラムである。大会組織委員会の認証を
受けた組織・団体は、東京2020公認マークや「オ
リンピック・パラリンピック」等の文言などを使
用することができる。なお、大会組織委員会は、
プログラムのテーマとして次の8つを示している。
1）スポーツ・健康（楽しく体を動かそう）　2）街
づくり（みんなに優しい都市に）　3）持続可能性

（未来につなげよう）　4） 文化（新しい日本を発
見）　5）教育（新たな自分を見つけよう）　6）経
済・ テクノロジー（日本の最先端の技術を発信）   
7）復興（今こそ絆を深めよう）　8）オールジャパ
ン世界への発信（みんなの想いを一つに！）6）

２）�体育学研究領域における国内最大の学術研究団体
である日本体育学会は、2015年に「東京オリンピ
ック・パラリンピックと大学連携」と題するシン
ポジウムを開催した。そこでは、東京2020大会開
催決定を機に、「体育・スポーツへの無関心やそれ
らに関わる偏った知識から脱却し、オリンピック・
パラリンピックや体育・スポーツに関する知識が
その専門研究機関・教育機関だけでなく、一般教
養、一般体育にわたる横断的な知識の定着につな
がること」が目指されて議論が展開された3）。
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チラシ：おもて面
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チラシ：裏面
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トークイベントにて配布・回収したアンケート調査用紙：おもて面
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トークイベントにて配布・回収したアンケート調査用紙：裏面


